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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

（１）勧告事項 

該当なし 

（２）指摘事項 

該当なし 

（３）監査意見 

 

監  査  意  見 処  理  状  況  等 

１ あんしんトリピーメール・あんしんトリ

ピーなびの利用促進について 

 

「あんしんトリピーメール」は、平成22年４

月１日に主として自然災害に関する情報を携帯

メールも含めたメールユーザーに提供するプッ

シュ型の情報ツールとして運用開始し、その後

ライフライン情報、生活関連情報などを順次対

象情報に加えてきており、市町村も自ら情報提

供が可能なシステムである。 

また、平成30年12月25日に運用を開始した鳥

取県防災アプリ「あんしんトリピーなび」は、

あんしんトリピーメールの情報を含めて、ス

マートフォン、タブレットの利用者に発信して

いるシステムである。 

しかし、令和４年度に発生した携帯電話の通

信障害の際には、一部の携帯メールでは適時に

情報が届けられない状況が発生したため、県が

期待する「適切な行動を支援する有効な手段」

となり得なかった。 

ついては、県民に災害情報の入手方法を複数

確認しておくことを周知していくとともに、県

が運用しているあんしんトリピーメール、あん

しんトリピーなびについても、可能な限り両方

を登録してもらい、県の発信するプッシュ型の

情報をより確実に得られるよう、登録者数の目

標を定めたり、積極的な広報を行うなど、利用

促進を図られたい。 

 

 

 

あんしんトリピーメール、あんしんトリピーなびの

配信登録者数等は増加傾向にあるが、通信事業者にお

けるトラブルなど、何らかの理由で県からの発信情報

が登録者等に届かない場合が有り得る。 

従来から実施している関係機関や大学、高等学校等

を通じた案内チラシ配布等の利用促進ＰＲを引き続き

実施しつつ、災害時、天候悪化時の情報収集手法につ

いて、県が都度開催する情報連絡会議の場や県ホーム

ページ等で周知を行うほか、令和５年度当初予算にお

いて、ＰＲ動画の作成やウェブ媒体等における広報に

係る事業費を計上しており、積極的な広報及び周知に

取り組んでいる。 

なお、あんしんトリピーメール及びアプリの登録者

数については、令和５年度目標を83,000件としてい

る。 

 

 

 

 

（４）決算審査意見 

該当なし 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

該当なし 

 

  



 

 

３ 職員の定員、現員調べ 

 

          種 別 

  

 区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 備      考 

5.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

5.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

5.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

5.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

定員 ８ ８ ３ ３ ０ ０ １１ １１ 
 

 

現員 
（２） 

９ 

（３） 

９ 
３ ３ ０ ０ 

（２） 

１２ 

（３） 

１２ 

岡山県へ派遣１名、 

東部消防局から派遣１名 

過不足(△) １ １ ０ ０ ０ ０ １ １ 
岡山県へ派遣１名 

 

臨時的 

任用職員 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

会計年度 

任用職員 
５ ５ １ １ ０ ０ ６ ６ 

防災連絡員４、災害情報

センター１、電気技師１ 

 

４ 役付職員の調べ 

（令和５年７月１日現在） 

職   名 氏  名 在 職 期 間 備   考 

危機対策・情報課長 
（兼） 

灘尾 幸三 

      

１ 

      

３ 

福祉保健部総合調整課 

参事 

危機管理情報官 都田 和彦 ２ ３  

課長補佐 木山 正一 ３ ３  

課長補佐 濱田 将志 ０ ３  

課長補佐 西山 孝志 ３ ３  

 

  



 

５ 主な事業に関する調べ 

（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

危機管理通信ネットワーク機能向上

事業 

86,584 6,655 77,000  2,929 

将来ビジョン － 

令和新時代創生戦略 大項目 －  中項目 －  小項目 －  

ＳＤＧｓゴール （11 住み続けられるまちづくりを） 

政策項目 － 

１ 事業の目的、概要 

災害時等に備えて整備・運用している防災行政無線等の通信網や、県民等への情報発信ツールについ

て、国の補助事業等を活用して改修・更新及び機能強化を行い、災害対応力の向上を図る。 

 

２ 事業の内容、実施の状況 

（単位：千円） 

細事業名 事業内容 決算額 実施の状況 

(1)次世代

型地域通

信 ネ ッ ト

ワーク構築

事業 

防災行政無線（衛星系）について、機能

強化が図られる次世代システムへ移行す

るよう設備を更新し、伝送能力の高規格

化等により、災害時の情報伝達能力を強

化する。（県庁、市町村庁舎、消防局、自

衛隊など３０箇所の設備を更新） 

0 工事発注を行ったところ、融雪装置付ア

ンテナの供給・見積もりができないことが

判明し、入札を中止した。（機器の供給

状況を確認でき次第、事業を再開する予

定） 

(2)防災行

政無線耐

災害性強

化事業 

防災行政無線（地上系）の無線中継局

（県内８箇所）の設備のうち、老朽化した

非常用発電機を更新して停電時等の備

えを万全とする。 

77,722 発電機更新の実施設計を行い、更新工

事（令和４～５年度）を契約した。 

実施設計：3,802千円 

整備工事：前金73,920千円 

(3)情報発

信拡充事

業 

気象庁が新たに追加した「顕著な大雪に

関する気象情報」について、迅速・確実に

県民等に情報提供できるよう、「あんしん

トリピーメール」、「防災アプリ」の改修を

行う。また、消防庁が導入する全国の被

害情報の集計を自動化するための「消防

庁被害情報収集・共有システム（仮称）」

に接続するためのシステム改修を行う。 

8,862 ・新たな気象情報を配信可能とするた

め、トリピーメール・防災アプリを改修（令

和4年11月及び12月から運用を開始）。 

・消防庁被害情報収集・共有システムに

被害情報を送信するため、災害情報配

信システムを改修（令和5年4月から運用

を開始）。 

あんしんトリピーメール改修：1,452千円 

防災アプリ改修：755千円 

災害情報配信システム改修：6,655千円 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

（１）次世代型地域通信ネットワーク構築事業 

整備工事を令和４～５年度（継続費）で事業化しているが、機器供給停止に伴う計画遅延により事

業期間を令和４～６年度（継続費）に変更する必要がある。機器供給状況の確認後、実施設計の見直

しを行ったうえで工事発注を行う予定。 

（２）防災行政無線耐災害性強化事業 

設置から３０年が経過して故障時の対応ができなくなっている非常用発電設備の更新に着手した。

令和４年度実施設計を行い、積雪時までに工事を完了させるため、更新工事を契約した。 

（３）情報発信拡充事業 

「あんしんトリピーメール」及び「防災アプリ（あんしんトリピーなび）」について新たな気象情

報「顕著な大雪に関する気象情報」を自動発信できるように改修し、また本県の「災害情報配信シス

テム」について消防庁が新設した「被害情報収集・共有システム」に被害情報を送信できるように改

修するなど、気象情報の新設や国で新規に導入されたシステムとの連携などに対応した。 

 



 

（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

震度情報ネットワークシステム機能

強化事業 

317,882 116,900 115,000  85,982 

将来ビジョン － 

令和新時代創生戦略 大項目 －  中項目 －  小項目 －  

ＳＤＧｓゴール － 

政策項目 － 

１ 事業の目的、概要 

都道府県が設置している震度計及び観測情報を国（消防庁等）に送信するネットワークシステム全体

の更新、機能強化を行い、安定的、かつ、きめ細やかな震度観測、観測データの確実な伝送、伝送デー

タの大容量化を図り、地震に対する応急対応の強化を図る。 

 

２ 事業の内容、実施の状況 

（１）事業内容 

ア ネットワーク回線の切替等 

消防庁－県間、各市町村に設置する震度計－県間の回線の強化（光回線化など） 

イ 機器の機能強化 

H23年度に設置した震度計（県内39地点※他機関が設置している震度計を含む。）、サーバー機器

等の更新、伝送データの強化 

 

（２）実施の状況 

ア 消防庁の防災情報通信設備整備費補助金を活用して事業を実施。（令和３年度事業の繰越） 

イ ネットワーク回線の切替、機器の更新等を実施。 

 ・県庁のサーバ（ハード、ソフト）の更新 

 ・県－消防庁間の通信回線の光回線化 

・震度計－県間の通信回線の光回線化（２箇所） 

・他機関が設置する震度計からデータを入手する分岐装置の更新（５箇所） 

・震度計の更新（３４箇所 うち、市町村庁舎の移転等に伴い、移設を行ったもの３箇所） 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

・全国的な地震観測ネットワークの一部であることから、消防庁や気象庁の基準等に従い、整備、更

新を行った。 

・データ伝送のための通信回線は、既設のものも含めてほぼ全て光回線化し、引き続き副回線として

無線通信を準備するとともに、県庁通信機器の２重化により、通信の途絶やネットワーク機器の故

障による欠測のリスクを低減するようにした。 

・機器の故障対応を迅速に実施するため、故障の詳細情報をリアルタイムに入手して、関係職員にメー

ル等で通知する機能を強化した。 

・市町村庁舎の将来計画等を考慮し移設が必要と判断した箇所は、震度計の設置場所を変更した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６ 決算資料 

一般会計（歳入） （単位：円） 

区 

分 
科  目 

予    算    現    額  

調 定 額 

 

Ａ 

 

収入済額 

 

Ｂ 

 

不納欠損額 

 

Ｃ 

 

収入未済額 

 

Ａ-Ｂ-Ｃ 

備 考 
当初予算額 補正予算額 

継続費及び 

繰越事業費 

繰越財源充当額 

計 

歳 

 

 

入 

総務費国庫負担金 0 0 0 0 284,690 284,690 0 0  

総務費国庫補助金 7,023,000 0 
(200,500,000) 

200,500,000 

(200,500,000) 

207,523,000 

(116,900,000) 

123,555,000 

(116,900,000) 

123,555,000 
0 0 

 

総務費委託金 184,000 0 0 184,000 0 0 0 0  

繰越金   
(578,000) 

578,000 

(578,000) 

578,000 

(578,000) 

578,000 

(578,000) 

578,000 
  

 

雑入 31,858,000 0 0 31,858,000 30,661,312 30,661,312 0 0  

総務債 335,000,000 0 
(242,000,000) 

242,000,000 

(242,000,000) 

577,000,000 

(155,000,000) 

233,000,000 

(155,000,000) 

233,000,000 
0 0 

 

合  計 374,065,000 0 
(443,078,000) 

443,078,000 

(443,078,000) 

817,143,000 

(272,478,000) 

388,079,002 

(272,478,000) 

388,079,002 
0 0 

 

 

 

 

一般会計（歳出） （単位：円） 

区 

分 
科  目 

予    算    現    額 
 

支出済額 

（決算額） 

Ｂ 

支出済額の内訳 
 

翌 年 度 

繰 越 額 

Ｃ 

 

差引残額 

（不用額） 

Ａ-Ｂ-Ｃ 

備考 
当初予算額 補正予算額 

継続費及び 

繰越事業費 

繰 越 額 

予 備 費 

支出及び 

流用増減 

 

計 

Ａ 

本 庁 

出

納 

機

関 

歳 

 

出 

一般管理費 0 0 0 94,780 94,780 94,780 94,780 0 0 0  

諸費 0 0 0 118,000 118,000 118,000 118,000 0 0 0  

防災総務費 566,873,000 
△

16,561,000 

(443,078,000) 

443,078,000 

△

1,000,000 

(443,078,000) 

992,390,000 

(358,581,300) 

637,850,940 

(358,581,300) 

637,850,940 
0 263,972,500 

(84,496,700) 

90,566,560 

 

合  計 566,873,000 
△

16,561,000 

(443,078,000) 

443,078,000 
△787,220 

(443,078,000) 

992,602,780 

(358,581,300) 

638,063,720 

(358,581,300) 

638,063,720 
0 263,972,500 

(84,496,700) 

90,566,560 

 

 

 

 

  



 

７ 事業別実施状況調べ 

（単位：円） 

事 業 名 

予    算    現    額 
支出済額 

（決算額） 

Ｂ 

翌年度 

繰越額 

Ｃ 

差引残額 

（不用額） 

Ａ-Ｂ-Ｃ 

執行 

率 

B/A 

事業計画と実績・成果、 

繰越、不用額の理由等 当初予算額 補正予算額 

継続費及び

繰越事業費

繰越額 

予 備 費 

支出及び 

流用増減 

計 

Ａ 

（一般管理費） 

 

 

(0) 

 

(0) 

 

(0) 

 

(94,780) 

 

(94,780) 

 

(94,780) 

 

(0) 

 

(0) 

 

100 

赴任旅費の配当 

目  計 (0) (0) (0) (94,780) (94,780) (94,780) (0) (0) 100  

（諸費）  

(0) 

 

(0) 

 

(0) 

 

(118,000) 

 

(118,000) 

 

(118,000) 

 

(0) 

 

(0) 

 

100 

国費（過年度分）の返納 

目  計 (0) (0) (0) (118,000) (118,000) (118,000) (0) (0) 100  

（防災総務費）           

①危機管理・国

民保護対策事業 

18,861,000 0 0 964,700 19,825,700 19,457,720 0 367,980 98.1 ⑥から流用 

②防災力向上事

業 

4,080,000 △3,262,000 0 0 818,000 817,440 0 560 99.9  

③危機管理情報

運用事業 

24,579,000 0 0 162,000 24,741,000 23,469,622 0 1,271,378 94.9 ⑥から流用 

④災害情報等共

有基盤形成事業 

11,214,000 0 0 220,000 11,434,000 11,038,000 0 396,000 96.5 ⑥から流用 

⑤（主）危機管理

通信ネットワー

ク機能向上事業 

336,126,000 0 0 0 336,126,000 86,583,600 249,542,400 0 25.8 ・主な事業に関する調べ

のとおり 

・部品の納品が困難と

なったことによる発注

見合わせ（令和４～５

の継続費） 

⑥危機管理情報

システム管理運

営事業 

161,344,000 △

13,299,000 

0 △

2,346,700 

145,698,300 136,364,358 5,300,000 4,033,942 93.6 ・①③④及び消防防災航

空センターへ流用 

・世界的な半導体不足に

より年度内の納品が不

可能となったため繰越 



 

⑦防災行政無線

用エアコン設備

更新工事 

10,669,000 0 0 0 10,669,000 1,538,900 9,130,100 0 14.4 ・工事費の前金請求がな

かったことによる年度

内執行の減（令和４～

５の継続費 

⑧地域衛星通信

ネットワーク更

新事業 

  (43,078,000) 

43,078,000 

 (43,078,000) 

43,078,000 

 

40,700,000 

 

0 

 

2,378,000 

94.5 令和３年度事業。令和４

年度は⑤に含む 

⑨（主）震度情報

ネットワークシ

ステム機能強化

事業 

 0 (400,000,000) 

400,000,000 

0 (400,000,000) 

400,000,000 

 

317,881,300 

 

0 

 

82,118,700 

79.5 ・令和３年度事業 

・主な事業に関する調べ

のとおり 

・入札による執行の減 

目  計  

566,873,000 

△

16,561,000 

(443,078,000) 

443,078,000 

△

1,000,000 

(443,078,000) 

992,390,000 

(358,581,300) 

637,850,940 

 

263,972,500 

(84,496,700) 

90,566,560 

 

64.3 

 

合  計 566,873,000 △

16,561,000 

(443,078,000) 

443,078,000 

△

1,000,000 

(443,078,000) 

992,390,000 

(358,581,300) 

637,850,940 

263,972,500 (84,496,700) 

90,566,560 

64.3  

 

 

８ 予備費の充用調べ 

該当なし 

 

９ 現金の取扱状況 

（１）現金取扱状況 

該当なし 

（２）つり銭の状況 

該当なし 

 

  



 

１０ 財産に関する調べ  

（１）公有財産 

ア 土 地 

（令和５年３月３１日現在） 

行政・普 

通財産の 

区  分 

機関名又は 

施設名等 
所 在 地 

前 年 度 末 本 年 度 異 動 状 況 本 年 度 末 

備 考 面積 

（㎡） 

価額 

（円） 

増減 

別 

異動日 

 

面積 

（㎡） 

価額 

（円） 

増減理由 

 

登 記 

年月日 

面積 

（㎡） 

価額 

（円） 

行政財産 （内訳） 

 

 1,631.61 不明 増加 R    R 1,631.61 不明  

減少 R    R 

計   1,631.61 0   0 0   1,631.61 0  

普通財産 （内訳） 

 

 0  0 増加 R    R 0 0  

減少 R    R 

計   0 0   0 0   0 0  

合 計   1,631.61 0   0 0   1,631.61 0  

 

イ 建 物 

（令和５年３月３１日現在） 

行政・普 

通財産の 

区  分 

機関名又は 

施設名等 
所 在 地 

前 年 度 末 本 年 度 異 動 状 況 本 年 度 末 

備 考 面積 

（㎡） 

価額 

（円） 

増減 

別 

異動日 

 

面積 

（㎡） 

価額 

（円） 

増減理由 

 

登 記 

年月日 

面積 

（㎡） 

価額 

（円） 

行政財産 （内訳） 

 

 451.79 不明 増加 R    R 451.79 不明  

減少 R    R 

計   451.79 0   0 0   451.79 0  

普通財産 （内訳） 

 

 0  0 増加 R    R 0 0  

減少 R    R 

計   0 0   0 0   0 0  

合 計   451.79 0   0 0   451.79 0  

 

ウ 山 林 

該当なし 

 

 



 

エ 不動産売却等 

該当なし 

オ 財産の交換 

該当なし 

カ 動 産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機） 

該当なし 

キ 物 権 

該当なし 

ク 無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権等） 

該当なし 

ケ 有価証券 

該当なし 

コ 出資による権利 

該当なし 

（２）金券類の保有状況 

ア 金券の保有状況 

有 ・ 無 

イ タクシーチケットの保有状況 

（令和５年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 
本  年  度  中 

本年度末未使用枚数 
購 入 枚 数 使用枚数及び金額 

枚 

２６ 

枚 

０ 

０枚 枚 

２６ ０円 

（３）基 金 

該当なし 

（４）債 権 

該当なし 

 

１１ 財産の貸付け及び使用許可調べ 

（１）土地及び建物 

ア 土 地 

該当なし 

イ 建 物 

該当なし 

（２）物 品（１品の取得価格が 100 万円以上のもの及び寄附受納時の評価額が 100 万円以上のもの） 

該当なし 

 

 



 

１２ 借受不動産明細調べ 

 

区 

分 
種 別 

借受（使用） 

目  的 
所在地 

数 量 

又 は 

面 積 

契 約 の 状 況 借受先 

備考 契約書 

の有無 
借受期間 

借料（円） 
住   所 

氏   名 単価 
本年度の 

借  料 

土地 山林 防災行政無線通信施設

（霊石山） 

鳥取市河原町 

片山字林立901 

174.83 有 R3.4.1 

～R6.3.31 

月額・年額 

10,000 

10,000 鳥取市河原町徳吉 

徳吉部落区長 

 

土地 山林 防災行政無線通信施設

（孝霊山） 

西伯郡大山町 

長田字王平1052-63 

424.17 有 R4.4.1 

～R14.3.31 

月額・年額 

99,000 

99,000 西伯郡大山町妻木582-1 

高麗生産森林組合 

 

土地 山林 防災行政無線通信施設

（向山） 

倉吉市巌城 

字寺山1535-4 

584 有 R4.4.1 

～R5.3.31 

月額・年額 

25,000 

25,000 倉吉市巌城956 

宗教法人山名寺 

 

建物 無線中継

所 

防災行政無線通信施設

（城山） 

日野郡江府町 

御机字城山873 

59.56 有 R4.4.1 

～R5.3.31 

月額・年額 

22,000 

22,000 日野郡江府町江尾1717-1 

江府町長 

 

合 計    1,242.56    155,600   

 

 

 

 

 

 

 



 

１３ 職員駐車場の管理状況調べ 

（１） 管理状況 

該当なし 

 

１４ 寄附物件の受納状況調べ 

該当なし 

 

１５ 備品の処分状況調べ 

該当なし 

 

１６ 貸付金等状況調べ 

（１）総括表 

該当なし 

（２）償還状況 

該当なし 

 

 

○ 意見、要望等 

 

（１）業務に関する意見・要望等 

特になし 

 

 

（２）監査委員事務局に対する要望等 

特になし 

 

 

 

 


